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〔
告

示
〕

〇
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す

る
法
律
の
規
定
に
基
づ
く
経
営
健
全
化
計

画
の
概
要
を
公
表
す
る
件
（
総
務
五
二
）

〇
特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定
す
る
件

（
同
五
三
、
五
四
）

〇
政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規
則
第
五
条
第

十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発
行
し
た
政
府

短
期
証
券
の
発
行
条
件
等
を
告
示

（
財
務
二
二
〜
二
四
、
二
六
、
二
七
）

〇
国
債
の
発
行
等
に
関
す
る
省
令
第
五
条
第

十
一
項
及
び
政
府
資
金
調
達
事
務
取
扱
規

則
第
五
条
第
十
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
発

行
し
た
割
引
短
期
国
債
及
び
政
府
短
期
証

券
の
発
行
条
件
等
を
告
示
（
同
二
五
）

〇
令
和
元
年
度
に
お
い
て
社
会
教
育
主
事
の

講
習
を
実
施
す
る
件
（
文
部
科
学
八
）

〇
計
量
法
第
十
六
条
第
一
項
第
二
号
ロ
の
指

定
を
し
た
外
国
製
造
事
業
者
の
件

（
経
済
産
業
一
九
）

〇
商
標
法
施
行
規
則
の
規
定
に
基
づ
く
光

デ
ィ
ス
ク
へ
の
記
録
方
式
の
一
部
を
改
正

す
る
告
示
（
特
許
庁
一
）

〇
土
地
収
用
法
の
規
定
に
基
づ
き
事
業
の
認

定
を
し
た
件
（
国
土
交
通
一
三
七
）

〇
信
号
符
字
を
点
附
し
た
件
（
同
一
三
八
）

〇
信
号
符
字
を
取
り
消
し
た
件（
同
一
三
九
）

〇
船
舶
国
籍
証
書
を
無
効
と
し
た
件

（
同
一
四
〇
）

〇
公
共
交
通
事
業
者
等
が
外
国
人
観
光
旅
客

利
便
増
進
措
置
を
講
ず
べ
き
区
間
の
一
部

を
変
更
す
る
件
（
観
光
庁
二
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
部
地
方
整
備
局
五
〜
七
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

法
務
省

〔
皇
室
事
項
〕

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

国
家
試
験

令
和
元
年
度
マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
士
試
験
実
施

公
告
（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁保

険
仲
立
人
保
証
金
取
戻
し
、
建
設
業
の

許
可
の
取
消
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係

会
社
そ
の
他




		2019-07-05T09:00:08+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	（なし）




